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【内容】

1-1. 米国への円滑な貨物輸送体制の維持（保安制度対応）
1-2. 税関事前情報制度拡充による影響の極小化

3-1. 輸送データ蓄積による貨物輸送品質の向上

2-1. 成田空港の活用

1. セキュリティと効率化の両立

3. シームレスな温度管理の実現

2. 成田空港の活用

3-2. 温度輸送に関する環境整備の促進

4-1. 運送状電子化(e-AWB)、ペーパーレス化(e-Freight)促進
4. 電子化・ペーパーレス化の促進による効率化

(参考) 日本発着航空貨物について



1-1. 米国への円滑な貨物輸送体制の維持(保安制度対応)
2018年11月末に現行の米国との航空貨物保安制度(NCSP)相互承認が有効期限を迎えるにあたり、米国への輸出貨物取
扱いの円滑化と物量の維持・拡大を図るべく、更新にあたっては現行スキームの継続及び追加要件の極小化をお願いし
たい。また交渉過程では定航協への前広な情報共有をお願いしたい。

＜現行＞相互承認
～2018年11月末

＜新＞相互承認
2018年11月～

現行保安制度（主なポイント）

・特定航空貨物利用運送事業者（RA）、またはRAによっ
て認証された特定荷主(KS)によって保安検査を実施
し、航空機搭載まで一貫して貨物を保護する制度。

【Known Shipper(KS)/Regulated Agent(RA)制度】

【三国間輸送（繰越貨物取扱い）】

・発地国の保安制度に則り保安検査がなされた貨物に
ついては、経由地である日本にて、発地での保安検査
証明証をもって、追加の保安検査不要とされている。

追加・変更が懸念される事項

●KS/RA認証要件の強化
施設要件、検査手法、教育体制等が追加、変更になる
可能性がある。要件を満たせず、航空会社上屋（搬入
後）にて爆発物検査等を実施するケースが増えた場
合、航空会社側での対応に限界がある。

●三国間輸送要件の強化
NCSP未承認国（タイ、インド、インドネシア等）発、日本
経由米国宛ての三国間輸送について、経由地日本で
の全量再スクリーニングが要件となる可能性があると
の情報がある。日本側で大幅に作業が増えることで日
本発貨物の応需能力に影響を与える恐れがある。



1-2. 税関事前情報制度拡充による影響の極小化
2018年度中に海外発日本宛貨物の税関事前情報報告制度が拡充されるとの情報がある。発地の航空会社（委託先）側
にて追加となる膨大な情報を手入力できる人員・設備体制を整えることは極めて困難であり、荷主や貨物代理店から電子
データで必要情報を入手できる体制の構築が急務である。

書類発行 書類転送
内容確認

及び入力

着地への

データ送信

荷主・代理店 航空会社

■荷主・代理店から紙媒体でデータが提出される場合

HAWB 1件ごとに入力すると
工数が爆発的に増加する

■荷主・代理店から電子媒体でデータが提出される場合

CCS等を経由した自動送信

荷主・代理店 航空会社

●発地国荷主・代理店におけるデータ送信環境整備が急務
国/地域によってデータ送受信環境の整備状況は異なる。航空会社が電子媒体でデータを受領するためには、荷主・代理店側の設
備要件及びCCS等のネットワーク環境整備が必要。航空会社で手入力となった場合、受託できる物量が減少し当該路線における物
流に影響を及ぼす恐れがある。



2-1. 成田空港の活用

１．運航禁止時間帯(カーフュー)の緩和、廃止
航空貨物の特性を生かす深夜早朝出発を実現し、発着遅延時のカーフュー明けの待ち時間の無駄をなくし、
時間を求める航空貨物輸送をより効率化する。

２．貨物地区の再配置と集約
南北に分離している現行施設を検疫施設等ともに1箇所に集約し、空港内外の貨物導線を整備・効率化する。
また、仕分け施設を要するｅコマースにも対応可能な規模を準備することが必要と思慮する。

３．空港利用・施設費用の低減
アジアの貨物ハブとしての地位を確かなものとするために、
着陸料や上屋施設利用料などの料金を近隣競争国との
比較に照らし、競争力のあるコスト体制を実現する。

４．モーダル連携の推進
輸送モード間の連携促進のため、
各モードに共通のユニットデバイス規格を
研究する。またその助成。

羽田空港の国際化が進む一方、現行物量の維持・向上のためには成田空港のより一層の活用が必須の課題である。
アジアのハブとしての地位を確かなものとするためにも、効率的な運用が航空会社のみならず物流全体の課題である。

*出典：NAA http://www.naa.jp/jp/airport/about_layout.html



3-1. 輸送データ蓄積による貨物輸送品質の向上
医薬品や生鮮品の航空輸送を含めたシームレスな高品質輸送の実現においては、実輸送における温湿度や衝撃データ
の蓄積が必要であるが、計測に使用する電子機器の安全性確認は各航空会社に委ねられており、承認に多くのコストと
時間が割かれている状況にある。FAAやEASA同様、航空局にて個々の電子機器を認可する制度を導入して頂きたい。

■電子機器承認イメージ（制度導入後）

■輸送データ蓄積による輸送品質向上の波及効果

＜国産医薬品、生鮮品の安全性向上、製品競争力の強化＞

＜本邦航空会社の選好性向上＞

発地工場からエンドユーザーまでのシームレスな温度・品質管理が可能になることで、日本製品の海外での競争力強
化が期待できる。

航空局での認可制度が導入され、新規の電子機器の安全性確認及び承認までの時間が縮小されることにより、製薬
会社等の輸送案件において、外国航空会社に比して本邦航空会社の選好性向上が期待できる。

申請

認可

各航空会社での確認・
承認手続きが簡略化

JCAB



3-2. 温度輸送に関する環境整備の促進
我が国の農林水産業の輸出力強化・促進、あるいは医薬品や化学品、医療機器等の先端ニーズへ対応するためには温
度管理の可能な物流施設を空港近接に設置し、国際競争力のある物流拠点として整備する必要がある。また、保冷用の
輸送器材について、利用事業者を増やし利用を促す観点からも空港外の持ち出しに関する規制を緩和していただきた
い。

■空港における低温/定温保管施設など、本邦事業者の輸送品質が向上する施設の整備

■温度管理輸送器材に関する規制緩和

農水産業の輸出力強化戦略
（輸出額1兆円目標）

医薬品保冷輸送マーケット拡大
（新興国市場拡大等）

主要輸出ゲートウェイ（成田空港等）
における高度温度管理施設の整備
IATA CEIV PHARMA*など国際的な認証
取得を伴った空港全体の機能強化
⇒ブリュッセル国際空港の先進事例

*IATAによる医薬品輸送の品質認証プログラム

温度管理品の輸送品質・競争力の向上

航空各社では高性能かつ安価に温度管理
輸送が可能な保冷材利用型の商品を開発

*保冷箱。保冷剤
のイメージ

【現状】保冷材等については内貨として都度
通関が必要となり、国内生産拠点から
の直接出荷が困難

⇒保冷箱・保冷剤についてULDと同様の
取扱い*をお願いしたい

*「国際輸送に使用される航空貨物用輸送器具の取扱いについて」
（財関第747号平23.6.30）に準じた取扱い



4-1. 運送状電子化(e-AWB)、ペーパーレス化(e-Freight)促進
他国との比較において極端に遅れている本邦航空貨物業界の電子化やペーパーレス化を推進し、効率化を促進する取
り組みに協力をお願いしたい。業界全体に対する普及活動を主導いただくことに加えて、現状紙による提出が義務付けら
れている関連書類の電子化について、規制の緩和をお願いしたい。

■他国に比べて遅れている日本市場の運送状電子化（eAWB）

■国交省「安全確認書類」、税関「貨物引渡書」の電子化

国際航空運送協会（IATA）は2017年末時点での実施率目標値を62%と設定
⇒日本の実施率（2016年）は28.6%（件数ベースで世界11位）

成田空港：第13位（29.8%）
関西空港：第21位（28.1%）

ANA：第32位（18.0%）
NCA：第41位（ 8.4%）
JAL  ：第44位（ 4.3%）

*出展：IATA e-AWB international monthly report 2016/12

航空会社、フォワーダーそれぞれに電子化が進まない理由があるが、税関書類や
RA書類を紙ベースで提出しなければならない点は大きな障壁のひとつである。
⇒電子的な提出を可能とすることで、すべての貨物関連書類のペーパーレス化を促進
する効果が期待できる。



(参考)日本発着航空貨物について

*出典：Seabury(各国税関統計)

単位：千トン/年



(参考)日本発着航空貨物について

*出典：Seabury(各国税関統計)

単位：千トン/年
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トラック 乗用車 隻数 旅客輸送人員

昭和４８年 812 930 550 5,187 10
４９年 799 992 570 5,354
５０年 821 916 610 4,668
５１年 894 886 560 4,506
５２年 927 896 560 4,567
５３年 969 859 550 4,341
５４年 1,001 823 570 4,022
５５年 1,003 783 580 3,944
５６年 980 746 570 4,234
５７年 982 716 550 3,876
５８年 1,007 659 530 3,584
５９年 1,040 692 520 4,088
６０年 1,033 702 520 4,121
６１年 1,052 713 520 4,035
６２年 1,111 739 520 4,160
６３年 1,197 800 520 4,294

平成元年 1,247 895 520 4,466
２年 1,328 949 530 4,553
３年 1,380 995 540 4,694
４年 1,349 1,005 580 4,772
５年 1,337 990 610 4,649
６年 1,486 983 630 4,499
７年 1,467 953 610 3,932
８年 1,543 971 640 3,976
９年 1,493 922 610 3,751
１０年 1,471 882 600 3,643
１１年 1,484 881 600 3,485
１２年 1,525 913 560 3,590
１３年 1,448 906 560 3,567
１４年 1,444 911 550 3,584
１５年 1,480 910 540 3,481
１６年 1,508 925 530 3,347
１７年 1,522 932 510 3,264
１８年 1,510 885 510 3,083
１９年 1,415 831 470 3,028
２０年 1,241 723 450 2,657
２１年 1,114 678 440 2,344
２２年 1,130 674 400 2,230
２３年 1,147 708 400 2,211
２４年 1,153 729 360 2,187
２５年 1,211 746 360 2,263
２６年 1,165 693 350 2,100
２７年 1,161 714 350 2,367

55 57
61

56 56 55 57 58 57 55 53 52 52 52 52 52 52 53 54
58 61 63 61 64 61 60 60

56 56 55 54 53 51 51
47 45 44

40 40
36 36 35 35

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

昭
和
４
８
年

４
９
年

５
０
年

５
１
年

５
２
年

５
３
年

５
４
年

５
５
年

５
６
年

５
７
年

５
８
年

５
９
年

６
０
年

６
１
年

６
２
年

６
３
年

平
成
元
年

２
年
３
年
４
年
５
年
６
年
７
年
８
年
９
年
１
０
年

１
１
年

１
２
年

１
３
年

１
４
年

１
５
年

１
６
年

１
７
年

１
８
年

１
９
年

２
０
年

２
１
年

２
２
年

２
３
年

２
４
年

２
５
年

２
６
年

２
７
年

千人千台

長距離フェリーの自動車及び旅客輸送人員数の推移

隻数 トラック 乗用車 旅客輸送人員

H3.3
バブル崩壊

H11.5
しまなみ海道全橋

供用開始

H17.4
高速料金大口・多頻度

割引開始

H20.10
高速料金全車種

深夜5割引開始

H21.3
高速料金全車

種平日3割引き

H24, 26
燃料高騰

資料２



　　　　　　　　資料３

会　　社 新　造　船 トラック航送台数

オーシャントランス(株) フェリーびさん １２０台→１８８台
フェリーしまんと １２０台→１８８台
フェリーどうご １２０台→１８８台
フェリーりつりん １２０台→１８８台

阪九フェリー(株) いずみ ２１９台→２７７台
ひびき ２１９台→２７７台

(株)名門大洋フェリー フェリーおおさかⅡ １１５台→１４６台
フェリーきたきゅうしゅうⅡ １１５台→１４６台

建造隻数

平成２４年度～２８年度末 １１隻

　２９年度～３０年度（予定） ６隻

合計 １７隻　※

１．最近の新造フェリーのトラック航送能力（台数）の増加例

２．過去５年間の新船建造実績及び平成３０年度までの建造予定

※現在加盟会社８社が運航する長距離フェリー計３５隻のうち、約半数がリプレースされる。
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平
成
２
８
年

5
月
１
８
日

 
各

 
 
 
位

 
 

（
一
社
）
日
本
長
距
離
フ
ェ
リ
ー
協
会

 
  

 
熊

本
地
震

発
生

に
伴
い

長
距

離
フ
ェ

リ
ー

は
以
下

の
よ

う
な
緊

急
輸

送
を
実

施
し

ま
し
た

 
 

熊
本
地
震
に
よ
り
被
災
さ
れ
た
方
々
に
心
か
ら
お
見
舞
い
申
し
上
げ
ま
す
。

 
 

熊
本
で
地
震
が
発
生
し
て
約

1
ヶ
月
が
経
過
し
ま
し
た
。
そ
の
間
、
当
協
会
加
盟
の
長
距
離
フ
ェ
リ
ー
８
社
（
計
３
５

隻
）

は
被

災
地

の
復
興

を
最
優

先
に
、

貸
切

使
用
を

含
め
、

人
員
、

緊
急

自
動
車

、
機
材

及
び
物

資
の

緊
急
輸

送
を
実

施

し
ま
し
た
。
ま
た
、
罹
災
者
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
方
々
に
対
す
る
割
引
も
併
せ
て
実
施
し
て
お
り
ま
す
。

 
 

当
業
界
と
し
ま
し
て
も
被
災
さ
れ
た
方
々
の
お
役
に
立
て
る
よ
う
努
力
し
て
ま
い
り
ま
す
。

 
 

（
５
月
１
５
日
現
在
）

 
 

 
 
 
 
人
 
員
（
名
）

 
 
 
 
車
 
両
（
台
）

 

自
衛
隊
関
係
 
 
 

 
７
，
９
３
８

 
３
，
３
６
３

 

ラ
イ

フ
ラ

イ
ン

関
係

（
ガ

ス
、
水
道
等
）

 
２
，
４
８
６

 
１
，
７
４
６

 

日
本
赤
十
字
・
医
療
関
係

 
１
，
３
４
５

 
２
１
８

 

地
方
自
治
体
応
援

 
６
１
５

 
３
２
５

 

消
防
関
係

 
６
８
０

 
２
０
４

 

緊
急
物
資
（
水
、
医
薬
品
、

食
料
等
）

 
１
７

 
３
４
１

 

そ
の
他
機
材
（
建

機
、
ゴ
ミ

収
集
車
等
）

 
１
２
６

 
１
８
６

 

そ
の
他
（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団

体
等
）

 
７
０
２

 
３
２
８

 

合
計

 
１
３
，
９
０
９

 
６
，
７
１
１

 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

   

連
絡

先
：
（

一
社

）
日

本
長

距
離

フ
ェ

リ
ー

協
会
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

常
務

理
事

 
 

小
原

得
司
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

TEL:03-3265-9685                                                 
Em

ail: t.ohara@jlc-ferry.or.jp 
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広
域
応
援
部
隊
進
出
の
た
め
の
海
上
輸
送
へ
の
協
力
に
つ
い
て

 

平
成
２
８
年
１
２
月
２
０
日
に
、
国
土
交
通
大
臣
か
ら
、
日
本
長
距
離
フ
ェ
リ
ー
協
会
会

長
及
び
日
本
旅
客
船
協
会
長
宛
に
、
甚
大
な
被
害
が
予
想
さ
れ
る
南
海
ト
ラ
フ
地
震
及
び
首

都
直
下
地
震
の
発
災
に
備
え
て
、
「
広
域
応
援
部
隊
進
出
の
た
め
の
海
上
輸
送
へ
の
効
力
に

つ
い
て
（
要
請
）
」
文
書
が
手
交
さ
れ
ま
し
た
。

 

発
災
時
に
、
緊
急
災
害
対
策
本
部
を
通
じ
て
、
防
衛
省
、
消
防
庁
及
び
警
察
庁
か
ら
の
広

域
応
援
部
隊
の
進
出
の
た
め
の
民
間
フ
ェ
リ
ー
に
よ
る
輸
送
の
要
請
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、

国
土
交
通
省
を
通
じ
て
調
整
を
行
い
、
通
常
の
輸
送
に
優
先
し
て
対
応
す
る
よ
う
に
と
の
要

請
で
す
。

 

現
在
、
国
土
交
通
省
海
事
局
で
は
、
継
続
的
に
実
働
三
省
庁
と
と
も
に
｢
広
域
応
援
部
隊

進
出
の
た
め
の
民
間
フ
ェ
リ
ー
利
用
に
関
す
る
問
題
検
討
会
｣
を
継
続
的
に
開
催
し
、
ス
ペ

ー
ス
確
保
の
た
め
の
運
用
方
針
の
策
定
、
定
期
的
な
合
同
頭
上
訓
練
の
実
施
、
関
係
航
路
に

係
る
情
報
の
共
有
、
災
害
等
発
災
時
に
お
け
る
緊
急
輸
送
に
関
す
る
広
報
等
に
つ
い
て
検
討

が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

 

今
後
、
両
協
会
か
ら
、
北
海
道
を
中
心
と
す
る
主
な
経
済
団
体
、
荷
主
団
体
、
運
送
事
業

者
団
体
ほ
か
に
対
し
て
、
協
力
要
請
を
行
い
、
こ
れ
に
適
切
に
対
応
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
に
協
力
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

 

















資料　８

認　　定 表　　彰

平成２０年度 荷主１２　　　物流１３ 荷主１２　　　物流１２ 事業開始

　　　２１年度 荷主１５　　　物流１７ 荷主１５　　　物流１７

　　　２２年度 荷主２３　　　物流２７ 　　　荷主２３　　　物流２６　　　

　　　２３年度 荷主１３　　　物流１７ 荷主１１　　　物流１５

　　　２４年度 荷主１０　　　物流１４ 荷主１０　　　物流１２

　　　２５年度 荷主９　　　　物流１０ 荷主９　　　　物流１０

　　　２６年度 荷主１２　　　物流１２ 荷主１１　　　物流１０
平成２年度から表彰式を海の月間
（７月中）に実施（以前は２月）

　　　２７年度 荷主１１　　　物流１２ 荷主１０　　　物流１０

合　　　計 227社 213社

優良事業者

エコシップ・モーダルシフト優良事業者（認定及び表彰）の推移

年　　度 備　　考



















資
料
 
１
０

  

海
運
モ
ー
ダ
ル
シ
フ
ト

の
見

え
る

化
の
推
進

に
つ

い
て

 
  
１

．
荷
主

・
メ
ー
カ
ー
等
へ
の
Ｄ
Ｖ
Ｄ
の

制
作

・
配

付
 

 
 

 
食

料
品

、
日
用

品
な

ど
普

段
の
生

活
に

お
け

る
必

需
品

が
ど

の
よ

う
に

輸
入

さ
れ

、

輸
送

さ
れ
、
手
に
し
て
い
る
の
か
と

い
う
こ

と
を

ベ
ー

ス
に
、
モ

ー
ダ

ル
シ

フ
ト
の
重

要
性

と
海

運
の

果
た
す

役
割

を
映

像
化

し
、

船
社

が
荷

主
、

物
流

企
業

等
に

持
参

し
、

映
像

で
海
運
を
利
用
す
る
利
点
を

Ｐ
Ｒ
で
き

る
よ

う
に

す
る
。

 

  
２

．
シ
ン

ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催

 

 
 

 
北
海

道
や
九
州
か
ら
の
物
資
の
輸
送

に
つ

い
て

、
ト
ラ
ッ

ク
で

輸
送

さ
れ
て
い

る
も

の
の

う
ち
約
１
５
％
が
フ
ェ
リ
ー

、
Ｒ
Ｏ
Ｒ

Ｏ
船

な
ど

で
輸
送
さ

れ
て

い
る

が
、
こ
の

実
態

に
つ
い
て
現
在
調
査
・
分
析

を
行
っ
て

お
り

、
そ

の
結
果
に

つ
い

て
シ

ン
ポ
ジ
ウ

ム
を

開
催
し
て
公
表
し
、
関
係
者

の
理
解
を

深
め

る
。

 

  
３

．
エ

コ
シ
ッ
プ
・
モ
ー
ダ
ル
シ
フ
ト
の

ポ
ス

タ
ー

、
ト

ラ
ッ

ク
に

貼
る

ス
テ
ッ
カ
ー
の

作
成

・
配
付

 

 
 

 
新
し

い
ポ
ス
タ
ー
の
作
成
・
配
付
や

優
良

事
業

者
の
認
定

を
受

け
た

物
流
事
業

者
に

ト
ラ

ッ
ク
の
荷
台
に
貼
る
エ
コ
シ

ッ
プ
マ
ー

ク
ス

テ
ッ

カ
ー
を
配

付
し

、
エ

コ
シ
ッ
プ

マ
ー

ク
の
認
知
度
を
上
げ
る
。

 



政
策

提
言

 

 １
．

モ
ー
ダ

ル
シ
フ
ト
の
推
進

 

 
①

一
括
検

索
シ
ス
テ
ム
の
構
築

（
モ
ー
ダ
ル
シ
フ
ト
船
の
運
航
情
報
の
発
信
）

 

 
②

海
運
モ

ー
ダ
ル
シ
フ
ト
推
進
協
議
会
（

仮
称

）
の

設
置

 
 
 

 
 

（
国
土
交
通
省
、
海
運
事
業
者
、
荷
主

、
利
用
運
送
事
業
者
、
港

湾
管
理
者
等
に
よ
る
モ
ー
ダ

ル
シ
フ
ト
を
推
進
す
る
上
で
の
課
題
の
抽
出
、
検
討
、
展
開
等
）

 

 
③

エ
コ
シ

ッ
プ
・
モ
ー
ダ
ル
シ
フ
ト
優
良

事
業

者
表

彰
の
拡
大

 

 
④

海
運
モ

ー
ダ
ル
シ
フ
ト
の
「
見
え
る
化

」
の

推
進

 
（
Ｄ

Ｖ
Ｄ
制
作
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
ほ
か
）

 
 ２
．

要
望
事

項
 

 
①

税
制
、

船
舶
共
有
制
度
に
よ
る
省
エ
ネ

対
応

型
船

舶
へ
の
代

替
建

造
に

対
す
る
支
援

 

 
②

物
流
効

率
化
（
無
人
航
送
の
促
進
等
）
に

資
す
る

モ
ー
ダ
ル

シ
フ

ト
促

進
事
業
に
対
す
 
 
 

る
補

助
制
度
の
拡
充

 

 
③

フ
ェ
リ

ー
乗
組
員
（

機
関
部

及
び
事
務

部
）

定
員

の
削
減

 
 

 
（
船

の
生

産
性
向
上

、
衛

星
ブ

ロ
ー

ド
バ

ン
ド

装
備

の
船

上
Ｉ

ｏ
Ｔ

時
代

に
対

応
、

電
子

制
御

主
機

関
に
も

対
応
）

 

 
④

船
舶
の

大
型
化
等
に
対
応
し
た
港
湾
整

備
（
―
９

m
、
全
長
２
２
０

m
～
２
４
０

m
岸
壁
）

 

 
⑤

南
海

ト
ラ
フ
、
首
都
直
下
型
大
地
震
に

備
え

た
、

フ
ェ
リ
ー

ふ
頭

の
耐

震
化

 

 
⑥

効
率
的

荷
役
の
た
め
の
フ
リ
ー
ヤ
ー
ド

の
高

度
情

報
化

（
位
置
情
報
、
積
み
卸
し
情
報
）

 

 
 

 



政
策

提
言

 

 １
．

モ
ー
ダ

ル
シ
フ
ト
の
推
進

 

 
①

一
括
検

索
シ
ス
テ
ム
の
構
築

（
モ
ー
ダ
ル
シ
フ
ト
船
の
運
航
情
報
の
発
信
）

 

 
②

海
運
モ

ー
ダ
ル
シ
フ
ト
推
進
協
議
会
（

仮
称

）
の

設
置

 
 
 

 
 

（
国
土
交
通
省
、
海
運
事
業
者
、
荷
主

、
利
用
運
送
事
業
者
、
港

湾
管
理
者
等
に
よ
る
モ
ー
ダ

ル
シ
フ
ト
を
推
進
す
る
上
で
の
課
題
の
抽
出
、
検
討
、
展
開
等
）

 

 
③

エ
コ
シ

ッ
プ
・
モ
ー
ダ
ル
シ
フ
ト
優
良

事
業

者
表

彰
の
拡
大

 

 
④

海
運
モ

ー
ダ
ル
シ
フ
ト
の
「
見
え
る
化

」
の

推
進

 
（
Ｄ

Ｖ
Ｄ
制
作
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
ほ
か
）

 
 ２
．

要
望
事

項
 

 
①

税
制
、

船
舶
共
有
制
度
に
よ
る
省
エ
ネ

対
応

型
船

舶
へ
の
代

替
建

造
に

対
す
る
支
援

 

 
②

物
流
効

率
化
（
無
人
航
送
の
促
進
等
）
に

資
す
る

モ
ー
ダ
ル

シ
フ

ト
促

進
事
業
に
対
す
 
 
 

る
補

助
制
度
の
拡
充

 

 
③

フ
ェ
リ

ー
乗
組
員
（

機
関
部

及
び
事
務

部
）

定
員

の
削
減

 
 

 
（
船

の
生

産
性
向
上

、
衛

星
ブ

ロ
ー

ド
バ

ン
ド

装
備

の
船

上
Ｉ

ｏ
Ｔ

時
代

に
対

応
、

電
子

制
御

主
機

関
に
も

対
応
）

 

 
④

船
舶
の

大
型
化
等
に
対
応
し
た
港
湾
整

備
（
―
９

m
、
全
長
２
２
０

m
～
２
４
０

m
岸
壁
）

 

 
⑤

南
海

ト
ラ
フ
、
首
都
直
下
型
大
地
震
に

備
え

た
、

フ
ェ
リ
ー

ふ
頭

の
耐

震
化

 

 
⑥

効
率
的

荷
役
の
た
め
の
フ
リ
ー
ヤ
ー
ド

の
高

度
情

報
化

（
位
置
情
報
、
積
み
卸
し
情
報
）

 

 
 

 

























外航海運を取り巻く環境と課題

一般社団法人日本船主協会

2017年3月8日
次の総合物流施策大綱に向けた関係団体等ヒアリング



外航海運を取り巻く環境（１）

1

２．世界船腹に占める日本商船隊*の割合 ３．主要資源の対外依存度

４．日本の貿易量における海上輸送の割合 ５．日本の海上貿易における日本商船隊の積取比率

６．日本商船隊の輸送割合 ７．日本商船隊の保有形態

*わが国外航海運オペレー
ターが運航する２千GT以上
の船舶（2,561隻。2015央）

１．世界の海上輸送量と船腹量

出所：SHIPPNG NOW 2016-2017



外航海運を取り巻く環境（２）

３．海上運賃の推移

１．外航海運のドル建て比率 ２．対米ドル為替相場の推移

４．日本商船隊の運賃収入の推移

出所：3以外はSHIPPNG NOW 2016-2017。
3は(公財)日本海事センター

２



トン数標準税制（＝船舶の運航トン数を基に法人税額を算出する制度）

2009.4 適用開始： 日本船舶を対象に導入

2013.4 拡充： 準日本船舶（＝一定条件を満たすトン数税制適用事業者の海外子会社

保有船）を対象に追加（適用上限は450隻）

まずは…

・日本船舶・準日本船舶

の増加を目指す

引き続き諸外国との国際条件の均衡化に向けた

環境整備をお願いしたい！

【
ト
ン
数
税
制
の
各
国
比
較
】

2018.4 更なる拡充： 準日本船舶に一定条件を満たした国内船主の海外子会社保有船

を追加

【
拡
充
の
イ
メ
ー
ジ
】

国際競争条件の均衡化

３

（見込み）



海賊発生の現状

航行の安全（海賊問題）

4

ソマリア沖・アデン湾

２０１１年をピークにソマリア・アデン湾における海賊発生件数は減少し、
近年はほぼ抑止されている。これは、わが国をはじめ各国の海賊対処活
動ならびに民間武装ガードの利用による自衛活動の成果と言える。

新たな脅威（海域）
• アフリカ・ギニア湾： ナイジェリア沖を中心にハイジャック等は頻発
• スールー海： フィリピン、ボルネオ島に挟まれる海域で、テロ組織ア
ブ・サヤフによる乗組員誘拐事件が増加している。

航行の安全（安全対策）

マラッカ・シンガポール海峡等の船舶交通が輻輳する海域における安
全対策が必要である。



地図①

主な海賊発生海域

ソマリア・アデン湾

ギニア湾
スールー海

イエメン

５



環境規制への対応

２０１５年１２月の気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）にて、合
意されたパリ協定に基づき、海運業界でも、国際海事機関（IMO)におい
てGHG（GREEN HOUSE GAS）削減対策の議論が本格化することから、海
運業界にとって合理的な規制となるよう働きかける必要がある。

２０２０年以降、一般海域において、船舶が使用する燃料（重油）に含まれる
硫黄分の排出規制が強化されることから、適合燃料油の安定供給、燃料油
の品質確保、公平な競争環境の構築（規制逃れ防止）等に適切に対応して
いく必要がある。

国際的に合意された環境規制（GHG、SOｘ、シップリサイクル等）に拠らず、
一方的に地域規制を導入し、あるいは導入しようとする動きが、欧州（EU)ほ
かにある。このような独自の規制は、ダブルスタンダードとなり、船舶の円滑
な運航を著しく阻害するおそれがあることから、国際社会（業界）が調整して
正していく必要がある。

６
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ヤマト運輸の経営戦略と
物流効率化の取り組みについて

平成29年3月8日
ヤマト運輸株式会社

経営戦略部長
弘内 泰樹
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1-1．グループ会社概要

ヤマトホールディングス株式会社 （YAMATO HOLDINGS CO.,LTD）

創立 1919年11月29日（大正8年）
（2005年11月 持株会社制へ移行、ヤマトホールディングスへ）

代表者 代表取締役社長 山内 雅喜
事業内容 宅急便を中心とした小口貨物輸送サービス事業

社員数 グループ計 196,582人 （2016年3月現在）

連結対象子会社 38社（2016年８月現在）

宅急便ネットワーク 集配拠点 約3,900か所／取扱店 約21万店（2016年12月実績）
車両数 50,872台（2016年3月実績）
宅急便個数 17億31百万個（2016年度実績）
クロネコＤＭ便冊数 15億36百万冊（2016年度実績）
営業収益 グループ計 1兆4,164億円（2016年度実績）
営業利益 グループ計 685億円（2016年度実績）
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1-2．グループ経営体制

宅急便・ＤＭ便
（他7社）

（他19社）

（他1社） （他4社）
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1-3．会社の沿線

三越を中心とした区域事業の時代（創業）
１９１９年（大 ８） 大和運輸設立
１９２３年（大１２） 三越呉服店の商品輸送契約

路線事業と「輸送のデパート」の時代
１９２９年（昭 ４） 東京～横浜間で定期便開始
１９５１年（昭２６） 航空代理店業開始

宅急便の開始と市場開発の時代
１９７６年（昭５１） 宅急便事業開始
１９９７年（平 ９） 全国ネットワークの完成

「グループ経営」の時代
２００５年（平１７） 持株会社制に移行 （ヤマトホールディングス設立）

２００８年（平２０） 満足創造３か年計画スタート
２０１０年（平２２） アジアでの宅急便事業を開始
２０１１年（平２３） ＤＡＮ‐ＴＯＴＳＵ経営計画２０１９スタート
２０１３年（平２５） 「バリュー・ネットワーキング」構想スタート

第１のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

第３のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

第２のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
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2-1．「DAN-TOTSU経営計画2019」コンセプトマップ

お客様の
満足

品質・顧客満足度の高いDAN‐TOTSU事業創出

株価の上昇と安定的な高配当

い
き
い
き
と
や
り
が
い
の
あ
る
職
場

社
会
か
ら
一
番
愛
さ
れ
信
頼
さ
れ
る
会
社

安
全
・
環
境
・
社
会
貢
献

労
働
環
境
の
更
な
る
整
備

アジアネットワークの充実

アジアNO.1の流通・生活支援 ソリューションプロバイダー

事 業

社会の
満足

社員の
満足

株主の
満足

事 業

事 業 事 業

事 業 事 業

コアコンピタンスを活用した事業群
コアコンピタンス

ラストワンマイルネットワーク

LT FTIT

国内宅急便シェア＞＞＞ 50%超
ノンデリバリ―営業利益構成比＞＞＞ 50%超
海外売上＞＞＞20%

ROE（事故資本利益率）＞＞＞11%以上
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2-2．デリバリー事業戦略マップ

■地域密着型の
サービス展開

■グループ機能連携による
流通ｿﾘｭｰｼｮﾝﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰ化

物流改革提案力の強化
・新たなサプライチェーン
・ネットワークの進化

商品・サービスの進化
・新・宅急便 「宅配」から「個配」へ
・利便性の向上

主要都市間で当日配達へ

地域活性化ﾆｰｽﾞへの対応
・地域経済の活性化を支援
・行政との連携
・生涯生活支援プラットフォーム
の構築

Domestic（国内）Global（海外） Wide area（広域） Local（地域）

「DAN-TOTSU経営計画2019」の事業戦略マップ

海外宅急便事業の加速
・グローバルダイレクト
・輸出入一貫輸送サービス
・国際貨物の共同混載

■デリバリー事業の
海外展開

アジア向け国際宅急便を
翌日配達へ
※国際クール宅急便は世界初
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「バリュー・ネットワーキング」構想
Value-Networking Design

物流を｢コスト｣ではなく、
「バリュー(付加価値)」を生み出す手段に進化させ

顧客の業種・事業規模を問わない｢物流の改革」を通じ
日本企業の成長戦略を支える構想

2-3．ネットワーク改革で進める日本の物流進化

羽田クロノゲート・厚木ゲートウェイ・沖縄国際物流ハブが提供する
圧倒的なスピードと、独自のＩＴ・ＬＴ・ＦＴ、そしてコアコンピタンスである
全国、アジアのラストワンマイルネットワークをシームレスに融合させ、

物流のスピード、コスト、品質のすべてを飛躍的に高める
新たなソリューションの提供をスタートさせています。
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日本の成長戦略に資する「物流の改革」を実現する。

2-4．ヤマトグループが目指すもの

１．「止めない物流」
２．「クラウド型のネットワーク」

３．世界初「一貫保冷・国際小口輸送」ネットワーク
４．送り手、受け手が共有できる「物流の見える化」

５．「デマンド・チェーン視点」のイノベーション

スピード コスト 品質

５つのエンジン

物流を「バリュー（付加価値）を生み出す手段」に進化させ、
顧客の業種・事業規模を問わない「物流の改革」を実現する。

「バリュー・ネットワーキング」構想
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３ＰＬを超える物流改革で
日本の成長戦略の原資を生み出す

１．物流のボーダレス化(グローバル化)
～国内業務と国際業務の切り分けが無くなる～

２．e-コマースの拡大・加速
～リアルとバーチャル ｢スピード｣×｢品質｣×｢コスト｣～

３．労働力人口の減少(労働力のボトルネック)
～荷物が増えても、ヒト・コストが増えない仕組み～

2-5．「バリュー・ネットワーキング」構想のキーポイント
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効率化に向けた取り組み

物流効率化に向けた阻害要因
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3-1．効率化に向けた取り組み①

「羽田クロノゲート」「厚木ゲートウェイ」に作業効率を高める最新鋭の物流システムを導入
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3-2．効率化に向けた取り組み②

従来の幹線輸送 「ゲートウェイ構想」が実現する多頻度幹線輸送
集荷した荷物を夕方までプールして、１日１回まとめて幹線輸送 集荷した荷物を日中の時間帯から幹線輸送＝当日配達の実現へ

多頻度運行

ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ

ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ

１日１回
幹線輸送

一定地域ごとにゲートウェイ拠点を設け
複数ベースの荷物をまとめて、昼間帯から運行各ベース間で夜間帯に直接運行

直行運行 折り返し運行（乗り継ぎ・中継）
９時間

９時間
大阪 東京 大阪 東京名古屋

４時間

４時間

４時間

４時間

現在の運行形態では、ドライバーの労働時間
（拘束時間）が長い

折り返し運行を増やすことでドライバーの労働環境
（拘束時間）を減らし、運行車両を確保しやすくする

夜間帯だけでなく昼間帯から運行する施策施策

運行距離を短くする施策施策
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3-3．効率化に向けた取り組み③

運行ユニット（ロールボックスパレット：ＲＢＰ）を使用しない施策施策

■ 専用の車両・荷役機器の導入で対象線便を更に増やしRBPを使用しない運行で積載を向上
トラックの台数を低減（台あたり積載量1.5倍以上）

RBP

商品

収縮コンベア

自動仕分ラインへ

車両の大型化施策施策

現状は通行許可のおりる区間が限られており今後大型車両活用の推進には通行条件の緩和が必要
またどの区間で走行できるのかを可視化等 国交省の力添えをいただきたい

■ 課題

トラック内部トラック内部
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3-4．効率化に向けた取り組み④

モーダルシフトを活用に向けて施策施策

悪天候や事故発生などのイレギュラー時に発生する大量の遅延・滞貨対応が課題
旅客優先のため搭載に制限が発生しリードタイムが守れないことがある
シフトしたい貨物の発送時間帯に輸送枠が少なくトラックへの依存が続いている

■ 活用状況

■ 課題

輸送力確保および荷量偏在の解消
のために安いコストで

あればトラック輸送から分散したい

YTC
昼間便の空いている

スペースを効果的に使える

航空会社互いの
ニーズがマッチ

北九州ベース店

福岡ベース店

佐賀ベース店

■ モーダルシフト拡大に向けた活用事例

【鉄道】 【フェリー】 【航空】 輸送全体量の約３％

【鉄道】

【エア】

羽田ＣＧの最新マテハン活用により従来の九州側での作業時間を短縮することで貨物列車のダイヤに合せることが出来た

年間のべ２３００台のトラック輸送を列車にシフト

エア昼間便の活用推進

利用実績：羽田⇔九州間 平成27年度8月度195基73t ⇒ 平成29年12月度1400基510t 北海道・九州を中心に更に拡大を検討
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3-5．未来の物流を創る取り組み① － 隊列走行

■ 目指す姿

■ 現在の取り組み状況

高速道路等におけるトラックの後続無人隊列走行の実用化

高速道路の内外に隣接した
専用拠点で複数会社が隊列
を組み隊列走行を実施する。

【事業化の運用イメージ】

実現に向けては車両技術以外に、民間事業者だけでは解決しがたい法制度やインフラ側の整備等、様々
な課題の解決なくして成り立たない為、行政側関係省庁、メーカー、産学、物流事業者が一体となって連
携をはかりながら、まずは、事業化をふまえた公道での実証実験実施を目指す。

物流業におけるドライバー不足の解消や幹線輸送の効率化のため、ドライバ1人当りの輸送量向上が期待
できるトラック隊列走行のプラットフォームを物流業界全体で構築し、物流を変革したい。
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3-6．未来の物流を創る取り組み② － 自動運転集配

■ 目指す姿

■ 現在の取り組み状況

｢送る｣の進化 ｢受取る｣の 進化

Keyword:

On-demand 1 mile
ラスト･ワンマイルのオンデマンド化

より多くのお客さまにご利用いただいている...がゆえの多様性が､宅急便の進化には必要不可欠。

生活者が、望む｢とき｣に、望む｢場所｣で、望む｢方法(スタイル)｣で、受け取るの実現。

Last 1mile

HOME

オープン型宅配ロッカー

スマートフォンアプリ

コンビニエンスストア

On-demand 1 mile

プロジェクト「ロボネコヤマト」は、自動運転を活用した次世代物流サービスの開発を目指し、
（株）ディー・エヌ・エーと共同で実用実験の準備を行っている。
自動運転が社会実装された際の次世代物流サービスとして、「オンデマンド配送」・「買物代行」
の２つのサービスをお客様に体験いただき、その受容性・ニーズ・マネタイズの可能性等を検証
していく。
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3-7．未来の物流を創る取り組み③ － 宅配ロッカー

【オープンロッカーネットワーク】

■ 目指す姿

■ 現在の取り組み状況

多様化するニーズに対し、今まで

以上の利便性と快適さを提供

宅急便ネットワーク

☞ 誰でも＝オープン性
☞ どこでも＝有効性
☞ 使い易い＝多機能性

＋

●PUDOステーション設置台数
203台 ※平成29年2月28日時点

●取組み状況
公共性が高く、多くの方にご利用いただき易い駅への設置を進めており、JR東日本様、メトロコマース様、小田急電鉄様等の電鉄会社と順次現
地調査を実施している。
また、駅以外でも生活導線上で利用ニーズが想起される場所へ並行して設置をすることで、より身近な生活圏でのご利用シーンを創出し、使い
勝手の良いロッカーにすべく機能面についても検討を進めている。

2022年までの設置計画 5,000台

※1 お客様に荷物を受け取りたい時間帯をあらかじめ登録していただくことで、都度の変更の手間無しに配達日時が自動的に変更されるサービス
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4-1．物流効率化に向けた阻害要因

国内において、より効率的な物流システムを確立するため、
各種規制の見直し、並びに環境整備をお願いしたい。

１．自動車運転免許の規制緩和
現行案通りの「準中型免許」が新設されると、軽車両以外の集配車両に普通免許で乗務できなく
なり、「普通免許」を持たない若者が増えている状況と合わせ、セールスドライバーの確保が困難に
なることが予想されるため、制限の見直しをしていただきたい。

２．高速道路の速度規制緩和
高速バスと同レベルに速度規制緩和されると、トラック１台あたりの生産性が高まり、輸送力の
確保につながるため、緩和していただきたい。

３．フルトレーラーが使用できる環境整備
トラック１運行（１人）あたりの輸送量を増やすため、特殊車両通行許可と幹線道路における
大型車両乗り入れ禁止区間を緩和していただきたい。

４．高速道路における隊列走行の実現
大量輸送と機動性を兼ね備えた「隊列走行（自動運転）」の実現することで、ドライバー不足の
解消や輸送コストの抑制が図れるよう、各省庁の全面的協力を仰ぎたい。
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4-2．物流効率化に向けた阻害要因

７．信書便法の明確化と緩和
信書領域の明確化および緩和として、参入条件を緩和していただき、誰が見てもわかる基準に
改めるとともに、利用者への罰則規定を廃止していただきたい。

５．モーダルシフト・エアーの活用
鉄道輸送が使用できる環境を整備していただきたい。
「鉄道ダイヤと当社タイムスケジュールの不一致」や「輸送障害（遅延）頻度と発生時の対応問題」
「新幹線ルートの深夜時間帯の活用（規制緩和）」を行っていただくことで活用の幅が広がる。

６．駐車違反基準の緩和
荷捌き場や駐車場が不足する中、５分以内で荷物の積み下ろしを行うのは困難な場合が多く、
その対応のために追加コスト負担を余儀なくされているため、駐車「５分以内」の時間制限を
緩和していただきたい。
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日本郵便㈱（郵便・物流事業）
を取り巻く現状と取組み

日本郵便株式会社
２０１7年3月8日

総合物流施策大綱に関する有識者検討会
（関係団体等ヒアリング）資料
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Ⅰ 日本郵便㈱を取り巻く現在の状況
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1 郵便・物流事業のネットワーク

・日本郵便は全国津々浦々の郵便局ネットワークを活用して、郵便のユニバーサルサービスを維持するとともに、ゆうパック、ゆ
うメール等の荷物を配達しています。

3
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2 取扱物数の推移

・インターネットの普及等により、郵便物の減少傾向が続く中、ゆうパック・ゆうメール等の荷物は、e-コマース市場の拡大や中
小口営業活動の強化等により年々増加しています。

4
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・近年、社会保険料負担の増加や労働需給ひっ迫に伴う人件費単価の上昇等により、人件費率の高い労働集約的なコス
ト構造である日本郵便㈱にとっては、厳しい状況が続いています。
・今後、人口減少・少子高齢化や過疎化の進展が見込まれるところであり、一層の生産性向上に取組む必要があると認識し
ています。

2 人件費の上昇、人口減少・少子高齢化、過疎化の進展

5

【我が国の人口推移】 「厚生労働白書（平成2７年版）」

【都道府県別総人口の増加率】 「厚生労働白書（平成2７年版）」
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【地域別最低賃金】 地域別最低賃金の全国加重平均額を引用

【被用者年金の一元化】 「社会保障審議会年金数理部会資料」



Ⅱ 現状を踏まえた日本郵便の取組み
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1 再配達の削減

・近年、eコマースの拡大により、荷物は増加しているものの、およそ２割が再配達となっており、受取利便性の向上を図りつ
つ、再配達を削減する取組を推進しています。

7

③大型郵便受箱
の普及促進
（集合住宅向け）
④新型宅配ボックス
の普及促進
（戸建住宅向け）

①受取ロッカー「はこぽす」

②コンビニエンスストア・郵便局での受取拡大

⑤「LINE」での荷物受取
サービスの機能拡大

・通販サイトで購入した商品を受け取れる
サービスを開始（2015年4月～）
・今後、他社宅配便の荷物の受け取りも可能とする
オープン化や差出サービスの追加など、機能拡大を検討
【設置場所】 計56か所 （2017年2月15日現在）

通販サイトで購入した商品を、
郵便局窓口の他、大手コンビニエンスストアで
お受け取り可能
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2 過疎地における郵便局ネットワークの活用

8

・日本郵便においては、過疎地の郵便局の維持、郵便・貯金・保険のユニバーサルサービスの提供をしているところであり、この
全国の郵便局ネットワークを活用し、地方自治体とも連携しながら、高齢者向けサービスや地域に密着した付加的なサービス
の展開を進めています。

郵便局のみもまりサービス

その他地方公共団体との連携

▶ 地域見守り活動
・・・高齢者や子ども等の何等かの
異変を発見した場合

おつかいポンタ便
○ 愛知県北設楽郡豊根村、地元商店と
郵便局が連携し、2015年7月より、買い物
支援サービス（おつかいポンタ便）を開始

○ お客さま宅へお伺いし、会話を通じ
て生活のご様子を確認し、確認結果を
ご指定先へご報告。

※2013年10月より、全国6エリアにおいて
試行を実施。現在、試行実施エリアを拡大
（全国１都１道11県）

○ 郵便局社員が、業務中に下記の内容を発見した場合に、指定された連絡先に連絡する協定を地方公共団体と締結
▶ 道路損傷・不法投棄
・・・道路の亀裂・陥没・土砂崩れ等の道路損傷や
不法投棄と思われる廃棄物を発見した場合

▶防犯関連
・・・犯罪行為等を発見した場合
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3 モーダルシフトの推進

・郵便輸送については、従来、鉄道輸送を中心としたネットワークを構築し、サービスを提供していますが、高速道路網の整備
等により、昭和５９年から自由に運行ダイヤを設定できる自動車輸送を中心としたネットワークへの見直しを実施しています。
・それ以降もコンテナを利用した鉄道輸送も一部継続していますが、昨今、トラック業界で課題となっているドライバー不足対策
として、今後もモーダルシフトを推進していきます。

＜現状＞
○ 12ft(5t)コンテナを利用してきたため、積み下ろしの問題から
郵便局での接車時間に制約（トラックの集中する時間を避け
て接車⇒鉄道利用可能な郵便物等が限定）。

○ 鉄道コンテナ輸送の比率は、トラック輸送の4%程度。

＜今後の方向性＞
○ 31ftコンテナを活用した輸送を2016.4.1から実施（10t
トラックと同様の積み下ろしが可能）。

○ 今後のドライバー不足等に対応するため、特に長距離輸送に
ついて、31ftコンテナを利用した鉄道コンテナの利用拡大を検
討。

31ftコンテナを積載したトラックの郵便局接車状況

鉄道コンテナ輸送の拡大 鉄道を利用した貨客混載

貨物新幹線による輸送

○ 貨物専用新幹線による大量・高速輸送の実現の検討

輸送時間の短縮によって得られる時間を
配達時間の拡大に充当

○ 旅客鉄道を活用した郵便輸送の検討について、
輸送荷量、運行区間、運行時間から利用の可否
について検討。

○ 駅構内等における接車スペースの確保。
○ 日本郵便のサービスレベルを維持しつつ、鉄道の
運行ダイヤに日本郵便のオペレーションを合わせる必要。
○ 価格は、【発地トラック運賃+鉄道運賃+着地トラック
運賃】となるため、現在の運送費より、割高になる可能性。

利用拡大への課題
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4 国際手ぶら観光サービスの実証実験

・2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を見据え、訪日外国人旅行者による空港カウンターの混雑緩和と
利便性向上を図るため、国内で購入したお土産等を百貨店・コンビニエンスストアで国際スピード郵便（EMS）として受け付
け、海外の自宅に直送する「国際手ぶら観光サービス」について、関東運輸局の実証実験に参画しています。

5 小型無人機（ドローン）を使った荷物配送

・ドローンを使った荷物配送については、関係省庁や関係企業・団体で構成する協議体・連絡会等が立ち上げられており、安
全性・確実性などの技術開発や制度上・運用上の環境整備などの課題について、日本郵便もメンバーとして郵便物・荷物の
配送にドローンが利用可能かどうか、検討に参加しています。

＜日本郵便が参加している主な連絡会・協議会＞
①物流用ドローンポート連絡会＜国土交通省＞（2016.7～）
②ＪＵＴＭ（日本無人機運行管理コンソーシアム）（2016.8～）
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Ⅲ 政策提言

１ 再配達の削減

・インターネット通販の拡大を背景に増加している荷物の再配達の削減に向けて、「はこぽす」等の宅配ロッカーや、
大型受箱の普及についての環境整備や支援

２ モーダルシフトの推進等

・物流生産性の向上を目的としてモーダルシフトの推進を図るため、各種輸送モードによる運送を柔軟に行うことが
できるような環境整備や支援
・物流分野におけるドローンの有効活用に向けて、必要となる環境整備や支援

３ 労働力不足対策

・若年層や女性の活躍促進に向けて、３Ｋと言われるような業界イメージの抜本的な改善や、労働力不足の現状について
の荷主の理解など、必要となる環境整備や支援

・物流を取り巻く状況には厳しいものがあり、生産性の向上と利用者利便の向上のためには、事業者や利用者のみならず、官
民が連携して取り組むことが重要との認識であり、政府においても、引き続き、各方面からの環境整備やご支援等をお願いし
ます。



「総合物流施策大綱」策定に向けたヒアリング資料 
 
 
 
 
 
 
 
 

2017年3月9日 

 
佐川急便株式会社 
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※国土交通省のデータより年間37億個以上の荷物が配送されていますが、そのうち配達時に荷物の受取者が応対できない
ことにより、全体の20%にあたる7億個以上が不在再配達となっています。その経済的損失は3,301億円*4にのぼります。 

* 1 トラックドライバーの約１割に相当する労働力が再配達で消費。 
*2 「（左辺が業界全体：右辺が佐川急便）[荷物量]37億個：[燃料費]12億個＝X億円：100億円」で308億円が業界の燃料費として、20%と仮定して試算。 

*3 一本の杉の木が年間に年間に吸収するCO2を14kgとして試算すると、3000万本（JR山手線の内側の約2.5倍の杉林程度）に相当。 
*4 ドライバーの時給を1,800円とし「ドライバー労働時間」と「ムダな燃料費」の合計金額。 

宅配サービスの現状 

ドライバー労働時間 
年間：1.8億時間*1 

ムダな燃料費 
年間：61.6億円*2 

環境に悪いCO2排出量 
年間：42万トン*3 

全体の20%(210万個/日)に相当 

不在再配達個数 
年間：7億4,900万個 

宅配便取扱個数 
年間：37億4,500万個 

少子高齢化 
ドライバー不足 

都心人口集中 
地方過疎化 
買物難民 化石燃料の枯渇 

CO2排出 

ドライバー不足や都心人口集中(過疎化)傾向の外部環境と相まって 
“運べない・渡せない”宅配時代となった現在、不在再配達は当社の大きな課題である。 

国交省 
「平成27年度調査」 

による試算 

宅配便取扱個数の増加 EC市場規模の拡大 

世の中の背景：“運べない・渡せない”宅配時代の到来 
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経済的損失は3,300億円 



不在再配達の経済的損失の試算と将来的な宅配難民化 

2 

効果 
不在再配達のコスト 不在配達が削減された場合の効果（想定） 

ー 5% 10% 15% 

ドライバー費用*1 324,000 16,200 32,400 48,600 

燃料費 6,160 308 616 924 

合計 330,160 16,508 33,016 49,524 

不在再配達コストに対する削減効果（年間） 

現状の不在再配達に掛かるコスト、および環境へ悪影響を与えるCO2の排出量は以下の通り。 
この不在再配達は3,300億円を超える経済的損失のみならず、本来の宅配便輸送力の20％を浪費していることになっております。 

CO2排出量（単位:t-CO2） 420,000 21,000 42,000 63,000 

不在再配達によるCO2排出量 

ドライバー労働時間 
年間：1.8億時間*1 

ムダな燃料費 
年間：61.6億円*2 

環境に悪いCO2排出量 
年間：42万トン*3 

＊1 ドライバーの時給を1,800円と仮定して試算。 

（単位：百万） 

＊ 上記42万トンは営業貨物車のCO2排出量の3,831万トンの1.1% 

宅
配
輸
送
力
の
20

％
を
浪
費 

＋ 

経
済
的
損
失 

トラックドライバーの供給不足 

出典： 公益社団法人鉄道貨物協会「平成25年度本部委員会報告書／Ⅱ章 
大型トラックドライバー需給の中・長期見通しに関する調査研究」のデータを基に作成 

ドライバーが 
約10万人不足 
（2020年予測） 

近い将来、社会インフラとしての宅配便のサービス品質を維持することがさらに困難となる。 

トラックドライバーの高齢化率の増加 

出典： 総務省統計情報(e-Stat)のデータを基に作成 

ドライバーの高齢化が 
進んでいる 
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宅配便取扱量の増加の背景にはネットショップによる通販の市場拡大が影響しています。宅配便を社会の重要なインフラ
として持続可能な事業にするためには、共配による輸送効率化の検討を進める必要があります。 
又、過疎地においては、地域住民の動線（コミュニティバスによる移動）と宅配荷物の配達業務を合わせることにより、
地方行政の負担を最小化することが可能です。又、地域事業によるサービス構築により雇用が生まれ地域活性化にも繋が
ります。 

宅配便取扱量の増加への対応、および過疎地などの地域活性化に向けサービス提供 

新規事業による雇用創出（地域活性化） 

「旅客×宅配」による地域密着宅配プラットフォームの推進 

地元の生産者の生
鮮食品も取扱い 

地方自治体所属 
のドライバー採用 

出勤中は自家用車 
トランクへ配送 

バス乗り合い時の 
荷物引き渡し 

コミュニティバスへの 
乗り合いサービス 

市役所も停車 

買物難民からは 
配送受付 

一部集合住宅も停車 

スマート宅配配送×旅客運送事業 
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積付最適化計算 

画像識別による自動仕分け 

ロボットによる積付け ロボットによる荷降ろし 

荷降ろし最適化計算 

荷室空間の画像認識 

物流は社会・経済を支える重要な役割を果たしておりますが、物流に対するニーズの多様化、労働人口の減少といった環境変化により、
物流の生産性向上は重要な課題となっております。しかしながら労働集約産業の典型である物流現場においては機械化が遅れており、
IoT・AI・ロボット等の革新技術を未活用領域である荷役作業に拡大していかなければ課題解決に至りません。 

ロボット未活用領域である「荷役作業の自動積付け・荷降ろし」への挑戦 

省力化・自動化・無人化を目指したロボット／AIの導入 

多種多様なサイズ・形状の宅配貨物の積付け作業のロボット化 
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１.物流業界の課題を解決する 

３.隊列走行実用化のイメージ 

２.隊列走行実現の課題 

物流業界全体の共通課題であるドライバー不足や物流の効率化等の課題に加え、省エネ推進への観点から「隊列
走行のプラットフォーム」を物流業界全体で構築し隊列走行の実用化を提案していく。 

ドライバーの負担軽減と労
働力の確保 

１人あたりの輸送量向上 
CO２の排出削減にも貢献 
共同配送（貨物混載・共通
プラットホーム）による効
率化 

 

少子高齢化による人手不足 

物流コストの上昇 

省エネ、CO2の削減 

物流の効率化 

自動隊列走行を実現させるプラットフォームの構築 

隊列走行車両の
通行を可能とした
スマートＩＣ設置 

自動隊列走行トラック 

各社の貨物
混載を実現し
台数を圧縮し
た共同配送 

Ａ社 

Ｂ社 

Ｃ社 

Ｄ社 

共同配送を可能とした 
プラットフォーム化 

Ａ社 

Ｂ社 

Ｃ社 

Ｄ社 

各社の貨物
を仕分ける 

各社の物流拠点 

集約 
物流拠点 

各社の物流拠点 

お客様 

ドライバーの 
交代要員を配置 

スマートＩＣ等を想定 

共同ターミナル 

配車等のオペレー
ションセンター 

技術的な安全性・信頼性の確保 

事業環境インフラと法の整備が必要 （新たなルール化） 

ドライバーとシステムの責任範囲の明確化 

ニーズや事業化の規模等を踏まえた事業採算性の整理 
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災害時の物流ＢＣＰとしてレジリエンス・ステーションを構築 

隊列走行を実現した事業モデルを検討していくにあたりＳＡ・ＰＡに隣接して、共同ターミナル、大型商業施設、大型
物流施設、共同配送センター、道の駅等を、非常時にはレジリエンス・ステーションとして活用できるよう検討 

避難所 

避難所 

避難所 

避難所 

２次集積所 

２次集積所 

１次集積所 

有事の時は緊急支援物資の調
達先及び輸送の拠点として活用 

大型商業施設 

スーパー銭湯 

共同配送センター 

道の駅 

共同ターミナル 

ガソリン・天然ガス・水素スタンド 
オペレーションセンター 

隊列走行車両の通行を可能とした
スマートＩＣ（プラットフォーム可） 

ドライバーの交代 

【想定するイメージ】 

先頭車両のみドライバーが
乗車、共同輸送を実現 

自動隊列走行トラック 

輸送燃料の多様化 

非常時には緊急支援物資
のコントロールセンター 

有事の際には 
緊急支援物資 

支援物資輸送 

支援物資輸送 

支援物資輸送 

支援物資輸送 

医療施設 

大型医療施設 

レジリエンス・ステーション 

支援物資の管理、避難所配送 

人員・燃料の確保 

電源の確保 

避難拠点・医療拠点 

大規模災害発生 

集積所 

避難所 

避難所 

支援物資輸送 

政府 

緊急支援物資輸送の指示 

物資調達 

レジリエンス・ステーション 平時の時は大型商業施設を核とし
たトラックステーションとして活用 
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平成２９年３月２日 

公益社団法人 全国通運連盟 

新しい総合物流施策大綱の策定に向けて 



１．公益社団法人 全国通運連盟の概要 

【設     立】  昭和27年２月「全国通運業連盟」が発足。昭和46年５月法人格を取得し 

          て「社団法人全国通運連盟となり、平成２５年４月公益社団法人へ移行し、 

          現在に至る。 

【目     的】  通運事業（鉄道に係る第二種貨物利用運送事業）の健全な発展を図り、 

          もって公共の福祉に寄与する。 

【傘下会員数】  ４２６ 

荷送人 荷受人

配送センター工場

貨物駅 貨物駅配送センター
工場

鉄道輸送集荷 配達

一貫運送サービス・一貫運送責任

利用運送

【通運事業の概念】 
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２．モーダルシフトの促進 
（１）モーダルシフトの進捗状況 
 ①国内貨物輸送量と鉄道コンテナ輸送量の推移 

資料：国土交通省 

国内貨物輸送量 （百万トン） 

鉄道コンテナ輸送量 

平成 年度 

平成２０年９月１５日 
リーマンショックの影響 

平成２３年３月１１日 
東日本大震災の影響 

2 



 ②輸送距離帯別輸送機関分担率 

資料：国土交通省 

輸送距離500㎞以上の輸送機関分担率（平成26年度） 
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お試しキャンペーンの発送個数推移 

年度 

 （２）鉄道コンテナお試しキャンペーンの実施 

年
度 

申請件数 
継続率 
（％） 

23 ２４６ ６４．１ 

24 ２０２ ５８．７ 

25 ４８２ ５４．０ 

26 ７３８ ７７．３ 

27 ６０５ ７７．５ 

１年後の継続率 

新規の荷主・荷物開拓を目的に、鉄道コンテナ試験輸送に係る費用の一部を助成。 

トラック以外の輸
送手段の確保 

コストが安い ５トンのロットで出
荷したい 

ＣＯ２ を削減し
たい 

その他 

①新規荷主 ７７（４６％） ５３（３２％） ２７（１６％） ６（４％） ４（２％） 

②既存荷主 ４４（２５％） ７７（４４％） ４６（２６％） ２（１％） ６（３％） 

継続理由（平成２７年度実施分） 

4 



私有３１フィート級コンテナ数の推移 

年度 

※各年４月１日の数値   資料：ＪＲ貨物 

３１フィートコンテナの導入費用及び対応車両導入費用の一部を助成。 

（３）グリーン物流推進事業支援 

H.15  64,200 H.18  73,807 H.21  65,157 H.24  60,975 H.27  66,061 
H.16  66,889 H.19  69,487 H.22  62,623 H.25  60,865 H.28  66,665 
H.17  70,916 H.20  66,780 H.23  61,039 H.26  63,430     

【参考】JR貨物１２ｆｔコンテナ保有個数 

大型トラックと同様の使い勝手 
•入出荷ｼｽﾃﾑを変更せずにｼﾌﾄ可能 

•出荷ロットを変更せずにｼﾌﾄ可能 

•荷役方法も同一 

•嵩高貨物の場合、従来の鉄道１２フィートコン
テナ３個分に対応 
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催事名 開催期間 会場 

国際物流総合展 平成28年９月13日～16日 東京ビッグサイト 

メッセナゴヤ2016 平成28年10月26日～29日 ポートメッセなごや 

やまぐち総合ビジネ
スメッセ2016 

平成28年10月28日～29日 
キリンビバレッジ周南総合 

スポーツセンター 

ビジネスEXPO 平成28年11月10日～11日 アクセスサッポロ 

展示内容 
• お試しキャンペーン事例のプレゼンの実施 

• 12フィート・コンテナの実物展示 

• 鉄道コンテナ輸送に係る各種のパネル展示・ビデオ放映 

• 商談コーナーの設置、来場者アンケート調査の実施       

（公社）全国通運連盟とＪＲ貨物の共催によるイベント出展 

（４）積極的な広報情報活動の展開 

・上記以外に、札幌、仙台、新潟、山口、福岡等 
 全国各地で小規模な展示会等に出展 

国際物流総合展の様子 
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３．鉄道コンテナ輸送の課題  
 （１）自然災害等による輸送障害への対応 
  ①輸送障害の発生状況 

近年の主な輸送障害発生状況 

近年の大規模輸送障害の発生状況 

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

要因 運休
本数 

要因 運休
本数 

要因 運休
本数 

【７月】大雨・台風
8号等 

247 【７月】台風11
号・12号等 

208 【６月】大雨 123 

【８月】大雨・台風
11号等 

193 【８月】台風15号
等 

158 【７月】大雨 47 

【10月】台風18
号・19号等 

909 【９月】大雨・台
風18号等 

252 【８月】大雨・台
風9号・台風10号
等 

376 

【12月】大雨 261 【１月】大雪 216 【９月】台風12
号・16号等 

324 

東海道線（由井～興津間）土砂流入 

根室線の橋梁流失（下新得川橋梁） 

年
度 

支障線区 区間 原因・事象 期間 運休
本数 

代行 
個数 

２６ 東海道線 由比～
興津 

台風18号による
土砂流入 

10月６日～ 
10月16日 

858 23,600 

２８ 根室線・ 
石北線 

新得～
芽室 

台風9号・10号に
よる橋梁流失等 

８月23日～ 
12月22日 

2,320 54,818 
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鉄道コンテナ列車が運休・遅延した場合に、当該列車で輸送予定のお客様の貨物を
トラックで輸送した場合の費用の一部を助成。 

 ②輸送障害時における発代替輸送支援 

年度 助成率 コンテナ 
個数 

助成金額 
（千円） 

２１ １／２ ６４８ １６，１７７ 

２２ １／３ ７３９ １０，３６４ 

２３ １／３ ７２１ １１，０１０ 

２４ ２／５ ６０３ １０，００２ 

２５ ２／５ ７７９ １４，２０１ 

２６ ２／５ ５９２ １１，９６１ 

２７ ３／１０ ５６６ ８，９５０ 

２８ ３／１０ １,００８ １２，９２１ 

合計 ― ５，６５６ ９５，５８８ 

年度別助成実績 品目別構成比 

※平成21年度～平成28年度までの合計 
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（２）労働力不足と生産性向上対策 
 ①労働力不足の現状 

年度 

（倍） 

資料：厚生労働省「一般職業紹介状況」 

有効求人倍率の推移 集配ドライバーの労働力不足感 

不足している場合の対応 

５２事業所の回答 

（複数回答） 

事業所数 

通運連盟アンケート調査結果（Ｈ27年7月） 9 



 ②手待時間の発生状況 

（分） 

集配ドライバーの１日の作業時間分布（396運行の平均値）  

平成28年12月において顕著に手待時間が発生した事例 

通運連盟アンケート調査結果（Ｈ27年7月） 

通運連盟アンケート調査結果（Ｈ29年１月） 

事例 手待ち時間 輸送品目 場　所
５時間 住宅建材 千葉県　成田市 年末繁忙期の受注増の中、製造の遅れ、欠品等が多くなり、当日製造、発送の為

受注形態が当日午前中まで、受付で物量、物品確定後の作業になるから
② ２時間 冷凍食品 福岡県 福岡市 荷下しの車両が極端に多い（特に1日・15日）
③ ２時間 食品 宮城県 岩沼市 早朝から待機している車両がいる（受付後２時間くらい待機）　荷卸し完了後も検品で１時間くらいかかる

４時間 食料品 広島県 広島市 年末において物量が増大し、顧客先の受入や出荷体制の許容量を超え発生したと推測される。
日用品 年末の他、お盆等、長期の連休前に発生傾向がある。　　

8時間　 食料品 埼玉県 三郷市 入庫待ちの車が多数のため、順番待ち　

最大半日 合成樹脂 新潟県 長岡市 入出庫が多い。弊社集配先の中でも、特に手待ち時間が長い配達荷主。年末の繁忙期だけでなく、
（恒常的に１～２時間待ち） 通年を通して手待ち時間が長い。

原　　　因

①

④

⑤

⑥ 
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 ③荷役作業の実態 

コンテナサイズ別荷役作業方法の割合 
通運連盟アンケート調査結果（Ｈ27年７月） 

12フィートコンテナでの手荷役 31フィートコンテナでのパレット荷役 

配達 

集荷 
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４．貨物列車の輸送力 

年度 

列車本数 
列車キロ
（千キロ） 

コンテナ列車の１日当りの本数と列車キロ及び積載率の推移 

※列車本数と列車キロは、各年ダイヤ改正時の計画値。 

※積載率は幹線列車の純平日の年度平均で平成28年度は１月までの平均値。 
資料：ＪＲ貨物 
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５．新しい総合物流施策大綱の策定に向けて 

（１） 主要幹線における輸送力の増強 

（２） コンテナの大型化に対応した貨物駅整備 

（３） 輸送障害発生時の円滑な代替輸送のための貨物駅整備 

５－１ ．貨物鉄道の輸送サービス向上のためのＪＲ貨物に対する支援 

５－２．商慣行等の改善に向けた支援 

（１） パレット化の推進 

（２） 待ち時間の短縮、解消 

（３） 付帯作業の有料化 

（４） 技術革新への支援 

    ・駅構内のコンテナ荷役の自動化 

    ・貨車の電源確保、積載可能重量拡大 等 
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新総合物流施策大綱の策定に向けた
ヒアリング資料

平成２９年３月２日

一般社団法人航空貨物運送協会
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＊国土交通省資料により作成

国際貨物輸出重量・貿易額占有率（平成２６年度）

99.1%

0.9%

輸送モード別重量占有率

海運 航空

73.4%

26.6%

輸送モード別貿易額占有率

海運 航空

航空貨物の価額は、トン当たりで、海上貨物の価額の４０倍。
航空貨物はスピードと高い輸送品質が求められる。

航空貨物の特徴
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国際航空貨物重量の推移

2008 リーマンショック
1997 アジア通貨危機

1989-1990 バブル崩壊

1978 第二次石油危機
同時多発
テロ事件

(1)継ぎ越し貨物は含まない。
(2)出所：国土交通省航空局及びJAFA統計資料

航空貨物輸送の現状と今後の見通し

国際航空貨物輸送量は、輸出入ともリーマンショック以前の水準を回復して
いない。
製造業の生産拠点の海外展開の進展、航空機材の小型化の傾向等の影響
から、当面、輸送量の大幅な回復は困難と考えられる。

3



0

10

20

30

40

50

60

70

仕向地別輸出航空貨物重量の推移(%)

国土交通省航空局及びJAFA統計資料による
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国内航空貨物重量の推移

JAFA統計資料により作成

リーマンショック

同時多発
テロ事件

（トン）

国内航空貨物輸送量は、リーマンショック以前の水準を回復していない。
国内景気の足踏み状態、航空機材の小型化の傾向等の影響から、当面、輸送量
の大幅な回復は困難と考えられる。



業界（協会）の取組み

１ 航空保安・安全の確保

航空保安教育訓練支援機関事業
危険物取扱い講習
無申告危険物搭載防止キャンペーン 等

２ 人材の育成

ディプロマ試験講習
基礎講習 等

３ 航空貨物輸送の効率化
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政策提言

１ 航空保安・安全関係

① ＫＳ／ＲＡ制度の改善

（イ）国または国の代行機関によるＫＳ確定制度の創設

（ロ）ＫＳ／ＲＡ制度とＡＥＯ制度の重複の是正

（ハ）国等の公的主体による爆発物検査

（ニ）三大空港における爆発物検査機器への補助等補助制度の拡充

② 航空保安・安全に係る国際的規制の強化によって円滑な航空貨物輸送が阻害さ
れないような対策が必要（旧ＫＳ／ＲＡ制度の見直し等）
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＊ＫＳ/ＲＡ制度比較

日本（新制度） 欧米等の諸外国

非特定荷主
(Unknown Shipper)

特定荷主
(Known Shipper)

特定フォワーダー(RA)

航 空 会 社

非特定荷主
(Unknown Shipper)

特定荷主
(Known Shipper)

特定フォワーダー(RA)

航 空 会 社

国の機関

爆発物検査

爆発物検査

国が関与する
機関等による
爆発物検査も

少なくない

確定 合意書

申請

認定

申請
確定

申請

認定

書類

貨物

【特徴】
＊ＲＡは、国の機関によって認定。
＊ＫＳは、ＲＡと合意書を取り交わした後、ＲＡによって
確定。

【特徴】
＊ＲＡは、国の機関によって認定。
＊ＫＳは、国の機関によって確定。
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２ 航空貨物輸送の円滑化・効率化

① 他空港への転送貨物との仕分けの迅速化等による輸入貨物の引取りの遅延解消

② 空港内施設及び周辺施設間の交通の円滑化による貨物動線の確保

③ 農水産物に係る検疫機能及び定温・冷蔵倉庫等を備えた共同上屋の整備
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今後の倉庫業に係る
物流政策について

一般社団法人日本倉庫協会

平成２９年３月８日



倉庫業の役割

１．物流の結節点

２．流通の時期の調節

区 分 営業収入 事業者数 従業員数
中小企業
の割合

倉庫業
１兆6,749億円

（3位）
6,036
（2位）

9.4万人
（2位） 91.8％

トラック輸送業 14兆5,449億円 62,637 185万人 99.9％

JR貨物 1,338億円 1 0.6万人 －

内航海運業 9,473億円 3,555 6.8万人 99.6％
外航海運業 5兆736億円 192 0.7万人 54.7％
港湾運送業 1兆1,037億円 874 5.2万人 88.7％

航空貨物運送事業 3,315億円 21 3.4万人 23.8％

出典：数字で見る物流2016

（平成27年3月末）「倉庫業の市場規模」
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サプライチェーンを支える倉庫業

海 外

3

国 内

輸 入

倉庫業務

＋

倉庫事業者

輸配送

ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ業務

メーカー 商 社

小 売 消費者

輸 送

メーカー 商 社

国 内

卸 売

海 外

輸 出

メーカー 商 社

通

関

メーカー

保管・在庫管理
通

関

入出庫作業

流通加工



倉庫業務 保管から流通加工まで

入庫作業

パレット保管

4

流通加工作業

電動式密集棚装置

デジタルピッキングシステム

自動ラック倉庫



460.0

470.0

480.0

490.0

500.0

510.0

520.0

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

保管残高 数量（単位：万トン）

180.0

190.0

200.0

210.0

220.0

230.0

240.0

250.0

260.0

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

入庫高 数量（単位：万トン）

貨物動向

出典：平成28年12月の営業普通倉庫の実績（主要21社）について
（国土交通省物流産業室）

最近５年間
の平均値

最近５年間
の平均値

２７年

２８年

２８年

２７年
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倉庫業の課題

１．生産性の向上

２．優良なサービスの提供

３．災害に強い物流の構築
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１．生産性の向上－①

（１）物流全体として、官民挙げての取り組
みが必要
①国による物流効率化に関する発荷主、

着荷主、物流業者を網羅した協議の場の設定

②予約風土の醸成
・物流業界に荷物の積込、積卸しに係る予約風土を醸成し、

予約時間に従って作業することでトラックの待機等に要する時間を削減し、

業務の生産性向上を図る。

③納品施設における納品口の拡大

・公共施設や商業施設の殆どの納品口は小型車対応のため。
7



１．生産性の向上－②

（２）倉庫の効率的な立地
①市街化調整区域における営業倉庫の

開発許可について
・適切な立地への誘導のため、原則開発許可されるようにすることが適当

である。

②流通団地等での物効法認定倉庫建設の促進
・物効法の認定を受けた倉庫施設は、流通団地や工業団地等に立地する場合

についても税制特例措置の対象に加える。

また、物効法、税制特例措置に定める距離についても制限を緩和。
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１．生産性の向上－③

①建築基準法に係る緩和措置（効率化設備の例）

トラックが上層階に接車できるようランプウェイ
を併設し効率化を図る。

○大型庇及びランプウェイ等の導入促進を図るため、建築基準法の緩和措置。

9

雨天時荷さばき用大型庇（イメージ）

（３）保管効率、作業効率の向上

・「庇」や「ランプウェイ」等を建ぺい率、容積率から除外することが適当である。
（例えば、雨天時荷さばき用の大型庇（上記イメージ）が設置できれば、荷役作業がより効率化し生産性向上につながる。）
（多層階倉庫にランプウェイを設置して上層階に直接トラックが接車できれば、作業効率が高まり、生産性向上につながる。）



１．生産性の向上－③
②緑化関係及び駐車台数等の緩和について

・建築基準法上の建ぺい率、容積率の適用に
あたっては、緑化部分は敷地面積に含める
ことが適当である。

・駐車台数の緩和措置が必要。

・大型車出入りのため歩道の切り下げ幅の
適正化（拡大）することが適当である。

倉庫の屋上に太陽光パネルを設置 10

敷地内緑化及び駐車台数設置（イメージ）

・太陽光発電設備を導入した場合、当該設
備導入面積が緑化面積として加算するこ
とが適当である。



・一定規模以上の倉庫が輸送効率化につながる
・流通加工を行うことにより一層の物流効率化を図る

１．生産性の向上－（参考）

11

倉 庫

倉 庫 一定規模以上の倉庫・
流通加工



２．優良なサービスの提供

１．安全・安心なサービスの提供のために

（１）適切な施設基準の維持

（２）未登録施設における倉庫業務の排除

（３）国土交通省による営業倉庫及び優良営業倉庫

の公表

２．ニーズに応じたサービスの提供のために

（１）行政手続の簡素化

（２）教育機関の創設の検討
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１．自治体と物流事業者との有効な連携体制の構築

①訓練の実施、②通信体制の整備

２．災害用設備に関する建築基準法の特例
・屋上に非常用電源設備を設置した場合の高さ制限の緩和

３．災害対策に関する議論の継続

３．災害に強い物流
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ご清聴ありがとうございました。
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